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令和８年度 千葉県立習志野特別支援学校「学校いじめ防止基本方針」 

  

１ 基本理念 

  いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせる恐れがある。したがって、本

校ではすべての児童がいじめを行わず、及び他の児童に対してのいじめが発生した場合は放置することがない

ようにする。いじめの問題に関する児童の理解を深めることを旨として、いじめの防止のための対策を行う。 

 

２ いじめの定義  

「いじめ」とは、学校に在籍する児童生徒に対して、一定の人間関係にある他の児童生徒が行う心理的または

物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となっ

た児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。（いじめ防止対策推進法第２条）  

  

３ 学校におけるいじめ防止対策のための組織  

いじめ問題への組織的な取り組みを推進するため、校長のリーダーシップのもとに「いじめを許さない」と

いう強い意志を持ち、学校全体で組織的な取り組みを行う。いじめ問題について組織的な取り組みを推進する

ため「いじめ防止対策委員会」を設置し、その委員会を中心として、全職員で共通理解を図り、学校全体でい

じめ防止対策に取り組む。また、重大事態が発生した際には、「緊急対応会議」を設置する。  

 

（１）いじめ防止対策委員会の役割  

①「学校いじめ防止基本方針」に基づく取り組みの実施や具体的な年間計画の作成・実施・検証・修正を行う

中核として位置づける。  

 

②いじめの相談・通報の窓口、情報の収集と記録、全職員が共有できるように発信する。  

 

③いじめに関わる情報があったときには、緊急対応会議を開き、事実関係の聴取、指導や支援の体制・対応の

方針の決定、また、保護者や関係機関との連携という対応を組織的に実施する。  

  

（２）いじめ防止対策委員会の構成  

校内委員は、校長、教頭、主幹教諭、教務主任、副教務主任、学部主事、学年主任、生徒指導係、道徳教

育推進教師、養護教諭、特別支援教育コーディネーターとし、その都度、校長が参加職員を決定する。校外

委員は、ＰＴＡ会長（ＰＴＡ代表）、学校医、スーパーバイザー等とし、招聘については校長の指示により決

定する。 

 

４ いじめ防止について  

いじめ防止対策の基本は、「未然防止」「早期発見」「早期対応」である。教職員が日常的に、「いじめ」に対

して意識を高く持ち、児童への指導・支援に当たることが大切である。  



2 

 

（１）未然防止  

「いじめはどの学級・学校にも起こり得る」という認識をすべての教職員がもち、好ましい人間関係を築き、

豊かな心を育てる、いじめを生まない土壌づくりを未然防止の第一歩として取り組んでいく。  

 

 ①日常的な教職員の姿勢  

いじめに限らず、子どもの小さな変化やＳＯＳのサインを見逃さないことが重要である。そのためには教職

員の気づきがポイントになる。いつもと違うなどと感じたら、その要因を探ろうとする日々のかかわりが大切

である。  

 

 ②豊かな人間関係を築く  

主体的な活動等を通して、お互いに協力したり、助け合ったりする中で、子どもたちが自分自身を価値ある

存在と認め、大切に思う自己有用感を感じ取れる取り組みを心がける。  

  

③他者の気持ちに気づく  

子どもたちが、他者の気持ち（優しい気持ち・頑張る気持ち等）や痛みを汲み取れるようになるための想像

力や感受性を身に付け、対等で豊かな人間関係を築くことができるようにする。  

  

④教職員の温かい言葉がけの重視  

授業をはじめ学校生活（学級、学年、学校行事等）のあらゆる場面において、他者と関わる機会を工夫し、

それぞれの違いを認め合う中で、「認められた」「人の役に立った」という経験ができるようにする。  

 

（２）早期発見  

いじめは、早期に発見することが、早期の解決につながる。いじめは、教職員や大人が気づきにくいところ

で行われることが多く、潜在化しやすい。このことを認識し、子どもたちの小さな変化を敏感に察知し、いじ

めを見逃さない認知能力を向上させることが求められる。また、教職員間で情報を共有し、保護者や関係機関

と連携して情報を収集する。  

①日々の観察  

授業の中だけでなく、休み時間や昼休みなど学校生活全体を通じて子どもたちの様子に目を配る。日々の観

察を丁寧に継続してこそ見えてくる子どもの小さな変化に気付くことが可能になる。  

  

②観察のポイント  

コミュニケーション能力や社会性に課題がある子どもの場合、ちょっとした行為や気持ちのすれ違いが大き

な誤解を生み、トラブルとなることがよくある。子どもによってはこれをいじめと認識することがある。場合

によっては、このトラブルがいじめのきっかけになりかねないため、日頃から子ども一人一人の行動特性や認

知特性を把握しておき、誤解や思い込みなどが起こらないよう、早め早めに対処することが大切である。いじ

めは教職員の見ていないところ、気づかないところで発生することが多い。そのため、日頃から、一人一人の

子どもとのコミュニケーションを取り、小さな変化にも早めに気づけるようにしておく。  
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③個別面談  

児童が、いじめに限らず、不安や悩みをいつでも安心して相談できる環境を整える。その上で、定期的に保

護者との個別面談の期間を設け、児童の様子について丁寧に話を聞く機会とする。必要に応じて、児童本人か

らも話を聞く機会を設ける。  

  

④いじめ調査の実施  

  学校生活アンケート（児童対象）、いじめアンケート調査（保護者対象） 

どちらも年３回実施 

  生徒指導係が計画・実施・報告する。 

 

（３）早期対応  

問題を軽視することなく、早期に適切な対応をする。いじめられている児童の苦痛を取り除くことを最優先

に迅速な指導を行い、解決に向けて一人で抱え込まず、学校全体で組織的に対応する。いじめの再発を防止す

るため日常的に取り組む実践計画を立て、継続的に見守る。そしていじめられた児童や知らせた児童を守り通

すという意識を持って取り組む。  

 

①いじめ発見 

 いじめを認知した教職員は、直ちにいじめを止めるとともに、いじめに関わる関係者に適切な指導を行う。ま

た、学級担任は生徒指導係に連絡し、生徒指導係から、学年主任、学部主事、教務主任、副教務主任、特別支

援教育コーディネーター、主幹教諭、管理職に報告する。 

    

②正確な事実確認  

・関係者個々に聞き取りを行い、記録し保存する。 

（学校生活アンケート後の指導と結果の用紙に記録し、生徒指導係、管理職へ提出。） 

・関係教職員と正確に情報を共有し合う。   

・一つの事象にとらわれず、いじめの全体像を把握する。  

・事実確認においては、いじめの行為を行うに至った経緯や心情などを聞き取るとともに周囲の児童や保護者

など第三者からも詳しく情報を得て、正確に把握する。  

  

③指導体制、方針の決定  

・事実確認後、早急に「いじめ防止対策委員会」を招集し方針を決定する。 

・指導のねらいを明確にすること。  

・全職員で共通理解すること。  

・対応する教職員の役割分担を明確にすること。  

・教育委員会、保護者、地域、関係諸機関との連携を図ること。  

 

④児童への指導・支援  

（ア）被害児童のケア  
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・安全の確保を図る。 

・被害児童に寄り添い支える体制を作る。 

・落ち着いて学習に取り組める環境を確保する。  

・継続的な被害児童との面談や情報を収集する。  

・スクールカウンセラーを活用する。 

   

（イ）加害児童への指導  

・自らの行為を理解させ、責任を自覚させる。 

・加害児童の心理的背景の理解に努める。 

・好ましい人間関係を構築する。  

・継続的な観察と情報の収集を行う。 

  

⑤保護者への対応・支援（被害、加害両保護者へ）  

・事実関係を正確に伝える。  

・学校の対応や指導方針を伝える。 

・解決するための協力を依頼する。  

・関係機関や専門機関と連携する。  

  

⑥その他 

・当事者以外の児童への指導・支援  

・教職員の研修  

・日常的な関係機関との連携  

 

５ 重大事態への対応について 

  ①重大事態 

  ・重大事態とは、いじめにより当該学校に在籍する児童の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑い

があると認めるときである。（いじめ防止対策推進法第２８条） 

  ・その他、児童又は保護者からの申立てがあった場合は、重大事態が発生したものとして迅速に報告・調査

する。（千葉県いじめ防止基本方針） 

 

②重大事態が発生した場合の連絡体制 

  ・学校内：発見者→担任→生徒指導係→学部主事→特別支援教育コーディネーター→ 

教務主任、副教務主任→主幹教諭→教頭→校長 

  ・校長→千葉県教育委員会 

 

  ※緊急時は、臨機応変に対応する。 

   関係者の連絡先を明記する。一報後、改めて、文章による報告をする。 

   必要に応じて、警察関係等の関係機関にためらわずに通報する。 
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  ③校長は、「緊急対応会議」を開催する。 

 

  ④校長は、必ず校外委員を招聘する。 

 

  ⑤教頭は、詳細な事実関係等の調査を実施する。 

 

  ⑥調査結果について、いじめを受けた児童及び保護者に対して、事実関係その他の必要情報を適切に提供す

る。 

 

  ⑦調査結果及びその他の必要な情報を速やかに千葉県教育委員会に報告する。 

 

 ６「学校いじめ防止基本方針」の公表、点検、評価について 

 （１）公表 

  「学校いじめ防止基本方針」をホームページに公表する。 

 

（２）点検 

「学校いじめ防止基本方針」を毎年度点検し、必要があると認められる場合は速やかに見直しを実施する。 

 

（３）評価 

「学校運営協議会」や本校ＰＴＡと連携を図り、いじめ防止に関する本校の取組みについて助言を受けたり、

いじめについての状況を報告したりする。 

 

附則 

平成２７年 ４月より施行 

平成３０年１２月一部改正 

令和２年３月一部改正 

令和３年１月一部改正 

令和４年３月一部改正、４月一部改正 

令和５年４月一部改正 

令和７年５月一部改正 

令和８年４月一部改正 
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いじめを認知した場合の対応の基本的な流れ 

 

 

いじめ情報をキャッチ 

 

 

校内報告 

   発見者→学級担任→生徒指導係→学部主事→教務主任、副教務主任→主幹教諭→教頭→校長 

    

  校外報告 

校長→児童生徒安全課→教育長→県知事 

              特別支援教育課（二報以後の対応） 

 

いじめ防止対策委員会（緊急対応会議）を開催 

   校内委員：校長、教頭、主幹教諭、教務主任、副教務主任、学部主事、学年主任、生徒指導係、 

道徳教育推進教師、特別支援教育コーディネーター、養護教諭 等 

   校外委員：ＰＴＡ会長（ＰＴＡ代表）、学校医、スーパーバイザー 等 

 

【正確な状況の把握】                    【保護者との連携】 

・当事者双方、周りの子どもから個々    ・電話連絡または直接会って、状況の説明 

に状況を聞き取り、記録し保存する。    や具体的な対策を話す。 

     ・場合によっては協力を求め、学校との連携 

・関係教職員と情報を共有し、正確な     を話し合う。 

情報を把握する。   

 

【指導体制・方針の決定】          【他の機関との連携】 

・指導の方向性を明確にする。         ・重大事態にあたっては、県教育委員会 

・全ての教職員に共通理解を図る。        や関係機関との連携を図る。   

・具体的な対応と役割分担を検討決定する。 

  

【子どもへの指導・支援】 

・いじめられた子どもを保護し、心配や不安を取り除く。 

・いじめた子どもには、状況を客観的に把握できるようにして確認する。 

・望ましいかかわり方について具体的に一緒に考える。 

 

【事後の対応】・継続的な指導・支援を行う。 ・全職員で児童の心のケアに当たる。 

・臨時保護者会の開催（校長） ・マスコミ対応（窓口：教頭）  


